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（様式５：全対象事業共通） 

 

令和５年度第 第 1回エネルギー構造高度化・転換理解促進事業評価報告書 

 

補助事業名 花咲く海の町「上関」再エネ導入プロジェクト検討業務 

補助事業者名 上関町 

補助事業の概要 本町の豊かな水産・観光資源と再エネ活用システムを融合させ

た、持続可能かつ地域経済の活性化に貢献するプロジェクトを構

築し、観光などの魅力度を高めるとともに再エネ利用に関する町

民の理解促進を図ることを目的とし、上関海峡温泉「鳩子の湯」、

道の駅「上関海峡」等の集客施設を中心に再エネ活用調査を実施

して新しいエネルギー利用の将来像を描くとともに、短期実現の

ために重点プロジェクトについては基本計画を策定した。 

総事業費 19,800,000円 

補助金充当額 19,800,000円 

定量的目標 本調査事業によって明らかになる各拠点の需要量と再生可能

エネルギー供給力に基づいて、設備導入の可能性を検証し、定住

促進、地域に根差した産業振興、安定した雇用の創出、町民の安

心・安全に資する再エネ活用プロジェクトを立案する。 

 

再生可能エネルギーポテンシャル調査 

新しいエネルギーの使い方・再エネ活用プロジェクト 

・定住促進に資するプロジェクト立案 

・産業振興・雇用促進に資するプロジェクト立案 

・町民の安心・安全に資するプロジェクト立案 

 

重点プロジェクトにおける基本計画 

・令和 6年度における再エネ設備導入を目指した再エネ活用プロ

ジェクトの具体化 

補助事業の成果及び評価（事

業毎にあらかじめ設定した事

業目標を達成したかなど） 

事業によって明らかになる各拠点の需要量と再生可能エネル

ギー供給力に基づいて、設備導入の可能性を検証し、定住促進、

地域に根差した産業振興、安定した雇用の創出、町民の安心・安

全に資する再エネ活用プロジェクトを立案した。 

 

【１】再生可能エネルギーポテンシャル調査 

 地域の再生可能エネルギー賦存量・利用可能量を調査し、それ

に基づき再生可能エネルギー利用の将来像を設定した。次に、将

来像を達成するための主要な公共施設等における再エネ導入プ

ロジェクトを検討した。 
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【２】重点プロジェクトにおける基本計画 

上関町が目指す将来像実現のため、再エネ導入プロジェクトの

中から重点プロジェクトを選定し、基本計画を策定した。今回の

検討では、既存の公共施設などを対象とした再エネ活用を検討

し、エネルギーが再エネに転換されることによる再エネ理解促

進・転換、産業振興・経営の安定化について検討した。 

 

関係者間協議（検討会の開催） 

「花咲く海の町「上関」再エネ導入プロジェクト検討業務に係る

検討会」を設置し、地域関係者の意見を踏まえながら詳細な検討

を行った。 

補助事業の実施に伴い締結さ

れた売買、貸借、請負その他

の契約 

 

契約の目的 各拠点の需要量と再生可能エネルギー供給

力に基づいた再エネ活用プロジェクトの立

案 

契約の方法 公募型プロポーザルによる随意契約 

契約の相手方 国際航業株式会社 

契約金額 19,800,000円 

来年度以降の事業見通し 基本戦略の達成に向けて設定した、地域課題の解決につながる

再エネ利用の将来像の実現に向けた実現可能性調査を実施する。 

令和５年度は、地域の再生可能エネルギー賦存量・利用可能量を

調査し、それに基づき室津地区の主要３施設（鳩子の湯、総合文

化センター、道の駅）における再エネ導入プロジェクトを検討し

た。令和６年度は、主要３施設における再エネ設備導入を具体化

するため、建物の構造確認や実施設計を行い、令和 7年度におけ

る設備導入を目指す。 

また、前年度から継続して再エネの新たな利活用策を検討する。 

（備考） 

１ 事業完了した日から３ヶ月以内の提出をお願いします。 

 ２ 定量的成果目標の欄には補助金応募申請書提出時に設定した成果目標をそれぞれ記載すること。 

 ３ 補助事業の成果及び評価の欄には、公募要領８．で記載した内容に対応した、定量的な成果実績と評価を記載する

こと。それ以外にも、定性的な成果実績や、進捗度、利用量並びに効果等といった別の定量的な指標があればできる

限り数値を用いて記載すること。 

４ 契約の方法の欄には、一般競争入札、指名競争入札、随意契約の別を記載すること。間接補助を行った場合は、記

載不要。 

５ 来年度以降の事業見通しの欄は、本事業に来年度以降も補助金を充当しようとする場合のみ記載。 


